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1．はじめに
　後期高齢者医療制度とは、国の医療制度改革の一環
として2006年に成立した「健康保険法等の一部を改
正する法律」により、老人保健法が「高齢者の医療の
確保に関する法律」に名称変更されるとともにその内
容が全面改正され、それまでの老人保健制度が改めら
れたものであり、2008年4月1日より運用が開始さ
れている。
　制度発足の端緒となったのは、1998年に旧厚生省
がまとめた『21世紀の医療保険制度（厚生省案）－
医療保険及び医療供給体制の抜本的改革の方向―』で
ある。同報告では「新たな高齢者医療制度は、若年者
の医療保険制度とは別建てとし、高齢者が負担する保
険料は全額高齢者医療に充てる。全ての高齢者につい
て保険料を徴収することとし、その全額を高齢者医療
に充てる。」とされていた。翌年には旧厚生省医療保
険福祉審議会制度企画部会によって『新たな高齢者医
療制度のあり方について』が提言され、そこで示され
た4つの素案の1つである「独立保険方式」が今回の
後期高齢者医療制度の原型となっている。独立保険方
式とは公費を主要な財源とし、すべての高齢者を対象
にした地域単位の「新たな医療保険制度」を設ける考
え方であった。対象年齢は「65歳以上」と「75歳以上」
と両論併記するとともに、保険者についても複数の市
町村から構成される広域的保険者を想定していた。そ
の後さまざまな場での議論を経て、2005年には政府・
与党医療改革協議会より『医療改革制度大綱』が示さ
れ、それを受け2006年にようやく法制定に至ったも
のである１。
　このように後期高齢者医療制度は約10年におよぶ
準備期間を経て発足したのであるが、運用開始当初か
ら保険料の徴収金額の間違いや保険料免除者からの
徴収等が重なるなかでその制度内容に対する様々な
批判が噴出するなど国民世論の強い反発を招くとと
もに２、参議院においては民主、共産、社民、国民新
党の野党4党による「後期高齢者医療制度廃止法案」
が2008年6月6日に可決された。このような状況下で、
政府・与党の側においても同年9月に発足した麻生内
閣のもとで抜本的な見直しを表明するなど、制度の
「廃止」か「見直し」かが衆議院の総選挙を間近に控
えた政治状況のなかで、政局がらみの議論となりつつ
ある。中日新聞が社説で指摘している通り、10年か
けて議論してきた末にようやくスタートした制度に
ついての再議論は「口先の見直しでは困る」３のであ
り、ましてや同制度に強く反発している高齢者層の支
持をとりつけることを目的とした、選挙目当ての対応
にならないことが強く求められよう４。
　拙稿では、後期高齢者医療制度が作られた背景を再
確認するとともに、様々な立場から発言されている批
判の主要な論点を整理・検証のうえ若干の考察を試み
るものである。
２．後期高齢者医療制度創設の背景　
　先に述べたとおり、後期高齢者医療制度が国民の
前に提示されたのは2005年の政府・与党医療改革協
議会による『医療改革制度大綱』においてであるが、
その原型は同年に厚生労働省が公表した「医療制度
構造改革試案」である。同試案は、2002（平成14）
年健保法等改正の際に、「新しい高齢者医療制度の創
設」が検討課題として附則に規定されたことを受けて
厚生労働省が当初案をまとめ、それをもとに2003年
に閣議決定した「医療保険制度体系及び診療報酬体
系に関する基本方針」を具体化するために検討され
たものである。「基本方針」では、高齢者医療制度に
ついて「1人当たり医療費が高く、国民健康保険、被
用者保険の制度間で偏在が大きいことから、65歳以
上の者を対象とし、75歳以上の後期高齢者と65歳以
上75歳未満の前期高齢者のそれぞれの特性に応じた
新たな制度」と位置づけ、①後期高齢者については、
加入者の保険料、国民健康保険と被用者保険からの支
援および公費により賄う新たな制度に加入する、②前
期高齢者については、国民健康保険や被用者保険に加
入することとするが、制度間の前期高齢者の偏在によ
る医療費負担の不均衡を調整し、制度の安定性と公平
性を確保することを基本的な方向としている５。つま
り、後期高齢者医療制度の創設とは、既存の国民健康
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保険と被用者保険から「1人当たり医療費が高く」つ
く75歳以上の高齢者を切り離して新たな保険制度に
加入させることで、現行の医療保険制度体系の枠組み
を維持することを目的とするものであると言うこと
ができよう。
　それでは、そのためになぜ従来の老人保健制度を
改正しなければならなかったのであろうか。老人保健
法は、老人医療費について国民全体で公平に負担する
という基本理念の下に、老人医療費の抑制をはかるた
めに、老人福祉法に基づき1973年から実施された老
人医療費支給制度（無料化）を見直し患者の一部負担
を導入するとともに、国民健康保険と被用者保険の各
保険者間の負担を公平にすることを目指したもので
あった６。その後の急速な高齢化の進展による老人医
療費の増大や、各保険者間の負担の歪みが抜本的な制
度改革を行わなければならない程度に拡大したこと
が今般の改正が求められた主な要因であろう。この点
に関しては、新たな高齢者医療制度創設の立案等に携
わった現職の厚生労働省官僚も「高齢化の進展にとも
なう医療費の増大するなかで、老人保健制度について
次のような問題点が指摘された」と、その著書の中で
紹介している７。
　①  保険者からの拠出金の中で現役世代の保険料と
高齢者の保険料は区分されておらず、現役世代
と高齢世代の費用負担関係が不明確である
　②  老人に対する医療の給付は市町村が行なう一方、
その財源は公費と保険者からの拠出金により賄
われている。すなわち、老人医療費について、
かかった費用がそのまま保険者の負担として請
求される仕組みであり、保険者が保険料の決定
や給付を行なう国民健康保険や被用者保険と比
較して、財政運営の責任が不明確である。
　老人保健制度における公費と保険者からの拠出
金の負担割合については、制度の発足時では公費
30％：拠出金70％であったが、2006年からは公費・
拠出金ともに50％となった。一方、後期高齢者医療
制度においては、後述の通り患者負担を10％とする
ほか、保険給付の50％を公費負担とし、残りの40％
を拠出金（現役世代からの支援）としている８。すな
わち、新たな制度では保険者からの拠出金を現役世代
に特化するとともに、老人保健制度に比べその負担を
軽減することが意図されていることが分かる。この点
からも、後期高齢者医療制度が現行の医療保険制度体
系の枠組みを維持することを目的として創設された
ことが窺えよう。また、①の「現役世代と高齢世代の
費用負担関係が不明確」という表現の言外に隠されて
いるのは、高齢者は保険料負担が少なく、医療給付は
高くて不公平だという認識であり、その社会的不公正
を是正するために患者＝高齢者負担を10％とするこ
とを正当化する論理である。さらに、②において老人
保健制度は「国民健康保険や被用者保険と比較して、
財政運営の責任が不明確である」との問題提起は、暗
に保険料の支払いに無駄な部分があると指摘するも
のであろう。後期高齢者医療制度は、国が負担する医
療費の増大を抑制するという明確な目標を掲げて登
場したものである。
３．後期高齢者医療制度の概要
　後期高齢者医療制度の概要については、2006（平
成18）年10月5日に行なわれた「第1回社会保障審
議会 後期高齢者医療の在り方に関する特別部会」資
料を整理すると次の通りである９。
１）後期高齢者医療制度の運営の仕組み（平成 20 年度）
（１ ）財源構成は、患者負担を除き、公費（約５割）、
現役世代からの支援（約４割）のほか、高齢者か
ら広く薄く保険料（１割）を徴収する。
（２ ）現役世代からの支援は、国保（約4,200万人）・
被用者保険（約7,100万人）の加入者数に応じた
支援とする。
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図１　老人保健法と高齢者の医療の確保に関する法律
(出所） 2006年10月５日　第１回社会保障審議会 後期高齢者
医療の在り方に関する特別部会資料 
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２）後期高齢者医療制度における医療給付について
（１ ）後期高齢者に対する医療給付（法定給付）の種
類は、現行の老人保健及び国民健康保険において
支給されるものと同じである。
　＜給付の種類＞
　　 療養の給付、入院時食事療養費、入院時生活療養
費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、
特別療養費、移送費、高額療養費、高額介護合算
療養費（被用者保険及び国保とともに、平成20
年４月に新設。）
（２ ）このうち、療養の給付については、被用者保険、
国保及び老人保健（医療）と同様、次に掲げるも
のとする。
　　 ①診察、②薬剤又は治療材料の支給、③処置、手
術その他の治療、④居宅における療養上の管理及
びその療養に伴う世話その他の看護、⑤病院又は
診療所への入院及びその療養に伴う世話その他
の看護
３）後期高齢者医療財政の概要
４）国・都道府県による財政リスクの軽減
（１ ）運営については、保険料徴収は市町村が行い、
財政運営は都道府県単位で全市町村が加入する広
域連合が行う。
（２ ）広域連合の財政リスクの軽減については、国・
都道府県が共同して責任を果たす仕組みとする。
このため、広域連合に対する高額な医療費等につ
いての国・都道府県による財政支援、国・都道府
県も拠出する基金による保険料未納等に対する貸
付・交付の仕組みを設ける。また、保険料の年金
からの特別徴収（天引き）を導入する。
５）後期高齢者医療制度の保険料（平成20年度推計）
６）後期高齢者負担率の改定方法について
（１ ）世代間の負担の公平を維持するため、人口構成
に占める後期高齢者と現役世代の比率の変化に応
じて、それぞれの負担割合を変えていく仕組みを
導入する。これにより、高齢者の保険料による負
担割合（１割）は高まり、現役世代の支援の割合は、
約４割を上限として減っていくことになる。すな
わち、「若人人口の減少」による若人一人当たり
の負担の増加については、後期高齢者と若人とで
半分ずつ負担するよう、後期高齢者の保険料の負
担割合について、若人減少率の1/2の割合で引き
上げ、後期高齢者支援金の負担率は引き下げるこ
ととする。
　この資料に示されている制度設計の基本原則は、第
一に「医療給付の種類」や「療養の給付」は、現行の
老人保健及び国民健康保険において支給されるもの
と同じだということである。第二に、財政運営につい
ては都道府県単位で全市町村が加入する広域連合が
行なうこととし、財政リスクを軽減するために国・都
道府県が共同して責任を果たす仕組みを採用したこ
とである。第三に、人口構成に占める後期高齢者と現
役世代の比率の変化に応じて、高齢者の保険料と現役
世代の支援の割合を調整するものである。医療給付の
種類は同じであるというが医療水準は変わらないの
か、なぜ広域連合による財政運営とするのか、高齢化
の進展が高齢者の保険料増加につながることはない
のか等、多くの検証すべき課題が山積している。
４．後期高齢者医療制度に対する批判 10
　運用開始されて間がない後期高齢者医療制度は
様々な方面から批判にさらされ、2008年9月には法
案を提出した与党自らが見直しを明言せざるを得な
い事態に追い込まれている。
　その主な批判内容は以下の通りである。
１）医療関係者による批判
（１ ） 日本医師会が、「後期高齢者医療制度について
日本医師会の考え方」と題する報告書において次
の6項目の問題点を指摘し、全面見直しを要求し
た 11。
　（1）財政主導、医療費適正化の視点が強い
　（2 ）地域間格差、個人間格差への配慮が欠落して
いる
　（3 ）後期高齢者の心身の特性への配慮が不足して
いる
　（4 ）高齢者単独世帯・老々世帯の激増を考慮して
いない
　（5 ）高齢者の自己決定は困難であるという認識が
少ない（認知症等）
　（6）終末期医療の選択肢が限定的である
（２ ）全国保険医団体連合会が、低所得者への保険料
負担、保険料滞納による「保険証」の取り上げや
保険給付の一時差し止め制裁措置、後期高齢者の
増加に伴う保険料値上げ等を批判。「差別医療を
拡大し、高齢者の人権を侵害する後期高齢者医療
制度」と題する報告書においては、次のように問
題点を指摘している12。
　（1）高齢者、国民の負担について 
　　①保険料の新たな負担  　
　　②保険料自動引き上げ  　
　　③資格証明書の発行   　
　　④公費負担の対象から除かれる 　
　　⑤保険料減免が困難
　（2）医療保険制度・診療報酬について
　　①75歳で区切る「差別医療」の導入
　　②健康の保持増進は努力規定
　　③高齢者医療は劣悪な内容に
　　④寿命が長いとペナルティー
　（3）医療提供体制について  
　　①高齢者の選択権に制限  　
　　②登録「かかりつけ医」に定数
 　
　（4）終末期医療のあり方について
　　①財政優先で決められる
　　②医療から介護保険への誘導
　（5）後期高齢者医療広域連合について
　　①高額医療費の申請償還
　　②当事者の声が届かない
　　③不平等な事務費の均等割
　　④「医療費削減」を競わせる
　　⑤現役世代への特定保険料の負担
（３ ）全日本民主医療機関連合会（全日本民医連）が、
診療報酬の「包括払い」で高齢者の医療を差別・
制限していると批判。
２）野党等による批判
（１）民主党および同党所属国会議員による批判
　・ 消えた年金問題が解決しないまま年金からの保険
料の天引きを強行する一方、高齢者が十分な医療
を受けにくくする「高齢者いじめ法」だと批判
　・ 保険料の負担が所得の低い人ほど高く、所得の高
い人ほど低い逆進性になっていると指摘
　・ この制度によって中小企業の負担も組合員のこの
制度によって中小企業の負担も経営者の負担も
組合員の負担も重くなることを指摘
　・ 「後期高齢者終末期相談支援料 」について、医者
が患者に延命治療をやめて自宅で終末を迎える
ということを書面で意思表示させることに対し
て診療報酬を与えるということは、尊厳死の教唆
に当たるのではないかと指摘
　・ この制度について「病弱な高齢者を含む医療制度
において世代間の負担の公平を強調することは
間違っている」と批判
　・ 医療費削減のためだけに制度が設計されているた
め、いろんなところにかからなければいけないよ
うな人が医療を適切に受けられなくなってきて
いる。高齢者が死を迎えるに当たっても大きな不
安を感じているという点で相当差別的な政策だ
と指摘
　・ 「後期高齢者診療料」は、その報酬の範囲内で検
査や処置を行うことを前提とするもので、定めら
れた報酬が極めて低く、後期高齢者は従来と同等
の検査や処置を受けられなくなるおそれがある
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と指摘
　・ 高齢者医療は複数の疾患を継続的に診るというこ
とを柱として導入されている診療料であるのに、
主病と「後期高齢者診療料」を算定できる医療機
関を一つに決めさせるという設定にしているこ
とは矛盾していると指摘
（２）日本共産党による批判
　・ 後期高齢者を別の保険に切り離すということで必
要な医療が受けられなくなるのでは、年齢による
差別が起こるのではなどの心配が広がると指摘
　・ この制度に対する高齢者の怒りは、負担増への怒
りだけではなく、75歳という年齢で差別される
ことや、別枠の制度に囲い込まれ、過酷な保険料
徴収が行われ、診療報酬も別建てとされ保険医療
が制限されるなど、人間としての存在が否定され
たような扱いを受けることへの深い憤りである
と指摘
　・ ヨーロッパ諸国など国民皆保険制度を持つ国の中
で、年齢で被保険者を切り離し、保険料や医療の
内容に格差を付けている国などどこにもないか
ら廃止すべきと主張
　・ 日本共産党機関紙『しんぶん赤旗』は、制度設計
に関わった厚生労働省の実務担当者が、75歳以
上だけ別建ての終末期医療の診療報酬体系を新
設した理由について「後期高齢者が高額な医療
費を使っても死亡する事例が多いため、同制度に
よって、75以上の終末期医療費を抑制するため
だ」と説明したことを紹介
（３）社会民主党による批判
　・ 新設された「後期高齢者診療料」により幾ら検査
や処置をしても医療機関への支払は定額である
ため、手抜き診療や粗末な診療が行われる可能性
が大いにあると指摘。病気によって複数の医者に
かかっている高齢者に対し、主な病気を一つに限
定し（主病ルール）、主治医を決めることは困難
であり、健診が十分行われない可能性があると指
摘
　・ 75歳以上で働いている人は、企業主が半分出し
ている組合管掌健康保険（組合健保）や政府管掌
保険に入っているため後期高齢者医療制度に切
り替わった途端、全額を自分で払うようになるた
め保険料負担が2倍になってしまうことを指摘
（４）マスメディアによる批判
　・ 運営主体が広域連合という“架空の地方自治体”
となったため給付抑制のインセンテイブが働か
ない三重の無責任体制になったと指摘、国と市町
村の利害が絡んで無責任が重なった制度に老人
たちが閉じ込められたことが、新制度が”現代の
姥捨て山”だと批判される本当の理由だとしてい
る（ダイヤモンド社）
　日本医師会や全国保険医団体連合会等の医療関係
者の批判は、保険料等の財政問題に止まらず医療提供
体制や診療報酬等の医療制度全般に及んでいるのに
対し、野党等の批判が保険料のあり方や世代間の負担
の公正性等の保険制度の問題に集中しているのが特
徴的である。野党の発言内容が有権者＝国民の思いを
代弁するものであることが明確であろう。
　制度改革の是非は、まず保険料の徴収という身近な
ところから問われている。
５．おわりに
　後期高齢者医療制度は、国民世論の反発を受ける
なかで多分に政治的な思惑から、今後1～ 2年内に廃
止も含めて抜本的な見直しが予想される。その中心と
なるのは、高齢者の保険料負担の軽減策であろうが、
現役世代（特に健康保険組合）の負担増の見直しも同
様に迫られよう。2008年度に入って、高齢者医療へ
の拠出金の増加にともない、大手企業などが独自運
営する健康保健組合の解散が相次いでいると新聞で
報じられている13。解散した健保組合の加入者は、「協
会けんぽ」（旧政府管掌健康保険、2008年10月に公
法人化された）へ移ることになるが、すでに2007年
度において政府管掌健康保険の収支は1390億円の赤
字14であり、業務の合理化を目指す「協会けんぽ」の
財政運営にとって新たな負担要因となっていくこと
が予想される。小泉政権の下で本格化した「社会保障
構造改革」の狙いは、国の財政再建のために社会保障
費を抑制することであった。後期高齢者医療制度をは
じめとする医療制度改革はその方針に添って進めら
れようとしているが、現下の状況は社会保障費の抑制
方針そのものを再検証するよう求めるものであろう。
その場合、国の危機的財政事情に鑑み消費税の引き上
げ等税負担の見直し論も浮上しよう。わが国の福祉国
家としての真価が問われる課題である。
　なお、本稿では後期高齢者医療制度を主に保険制
度の視点から若干の考察を試みたが、医療関係者の指
摘する医療提供体制が内包する諸問題の検討も忘れ
てはならない。適切な医療は、安定した保険制度の基
盤の上に整備された医療体制によって提供されるも
のであるからである。日本医師会が指摘する「後期高
齢者の心身の特性への配慮の不足」や、全国保険医団
体連合会の「終末期医療が財政優先で決められるので
は」との懸念等について、政府・厚生労働省からの明
確な回答が望まれる。このことについては、今後の政
局がらみで国会やマスコミを中心になされる様々な
議論の推移を注視しつつ、次稿の課題としたい。
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